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（平成３０年度実績の総括）

新公立病院改革プラン（以下、「プラン」）の計画期間２年目に当たる当年度は、依然常勤

医師の増員は叶わず、他院からの派遣医師に頼らざるを得ない状況であった。

関係医療機関から臨時医師の派遣を受けたところであるが、それぞれの専門領域以外の診

療範囲には限界があり、更に地域人口の急速な減少とも重なり入院や外来の患者数は大幅に

減少し、経営状況の悪化による多額の経常損失が発生した。

これら経営改善措置を講ずるために、以下において当年度の経営状況に関する分析を行う

こととする。

なお、プラン策定の方針及び諸元となった（「Ⅰ新公立病院改革プランの策定」と「Ⅱ 京

丹波町病院を取り巻く環境」）については変更がないため、省略する。

Ⅲ 新公立病院改革プラン

１ 地域医療構想を踏まえた役割の明確化

（１）地域医療構想を踏まえた当院の役割

地域医療構想で見込む将来需要を踏まえ、訪問看護ステーションの設置や訪問事業に卓

越した人材の確保・育成について挙げているが、訪問看護を担当する看護師の勤務形態は

夜勤も兼務しているため、現状の『みなし訪問看護』での継続が余儀なくされている。

高齢者に対する医療の提供としては、地域ニーズに適した地域包括ケア病床を取り入れ、

在宅復帰に向けた支援を強化する。

最重要課題である常勤医師の確保については厳しい現状は続いているが、医師確保対策

のひとつとして新専門医制度研修プログラムの受入体制を整え、専攻医を採用する。

また、地域医療構想による現行病床の維持と機能転換への呼応として、一般病床４７床

は維持する。

以上の施策を平成３１年度に実施することで、入院から退院、在宅支援まで、訪問看護

や訪問リハビリ等との連携を強化し、在宅医療の充実と病床利用率を一体的に向上させる。

国保京丹波町病院

新公立病院改革プラン（計画期間：平成２９年度～令和２年度）

京都府地域医療構想（以下、地域医療構想）の骨子

① 在宅医療の充実 ⇒ 病院から訪問看護への誘導

② 病床機能転換 ⇒ 現行病床の維持

③ 医療従事者の確保 ⇒ 南部地域からの人材確保
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（２）地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割

地域包括ケア病床１０床を平成３１年４月から稼働させる。

（３）一般会計負担の考え方

平成２８年度以降、企業債元金償還金に充てる繰入金については、一般会計の負担軽減

を図るため、基準内繰入のみとしている。

これら繰入の基準は、この新公立病院改革プラン策定時においては７項目の採用であっ

たが、その後４項目を追加して現在１１項目とし、より明確な繰入を行っている。

今後も積極的に経営改善に取り組み、基準内繰入のみで経営の継続性が確保できる財務

体制を構築する。

（参考）地方公営企業繰出金について（総務省） 平成３０年度末現在

※ ○印が追加４項目である

（４）医療機能等指標に係る数値目標

人口減少等による医療需要の縮小が見込まれる中でも、親身な患者対応と継続した経

営努力を行い、数値の上昇のみに視点を当てた病院経営の目標ではなく「数値を落とさ

ない病院経営」を目標としたところであるが、数値目標はほぼ未達となった。

以下、平成３０年度決算で、プランの数値目標との乖離が±１０％以上のものを取り

上げ検証する。

繰出基準項目

１ 病院の建設改良に要する経費（元金）

２ 病院の建設改良に要する経費（利息）

３ 不採算地区病院の運営に要する経費

４ 救急医療の確保に要する経費

５ 公立病院附属診療所の運営に要する経費

６ 研究研修費に要する経費

７ 医師確保対策に要する経費（臨時医師の派遣を受けることに要する経費）

８ 医師確保対策に要する経費（医師の勤務環境の改善に要する経費）

９ 基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費

１０ 地方公営企業職員の児童手当の給付に要する経費

１１ 公営企業経営支援人材ネット事業の活用に要する経費
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別紙１【医療機能等指標に係る数値目標（目標と実績）】（平成３０年度

）

○入院患者数及び病床利用率の低迷（京丹波町病院）

医師不足により主治医体制が十分に構築できず、入院患者数が減少し病床稼動率が

低迷した。

地域医療構想に基づき今後も病床数は堅持し、地域包括ケア病床の活用により総務

省の指針である病床稼働率７０％を目指す方針である。

○訪問リハビリ件数の低迷（京丹波町病院）

対象者の死亡や近隣病院の回復期病棟への入院或いは施設入所などにより、対象者

が減少したと考える。平成３０年度の推移と、平成３１年度からの地域包括ケア病棟

の運用次第では訪問リハビリを減らすこともあり得るため、結果的には目標値の修正

もあり得る。

○時間外受入患者数及び救急車受入件数（京丹波町病院）

診療の専門化が進んだこと、画像診断や血液検査が出来ないこと、常勤医不足によ

り入院措置が出来ないと判断せざるを得ない要因などがある。

救急の受入については、患者にとって最善の処置を施すことを最優先に考え、決し

て数値にとらわれることのないようにする必要がある。

（５）住民の理解のための取組

平成２９年度まで計６回開催してきた京丹波町地域包括医療講演会は、内容の見直し

等から一時的に中止した。代替えとして「看護の日」と題したプレイベントを京丹波町

病院外来フロアーにおいて実施している。

小規模ではあるが地域から住民多数にご参加いただいている。また、日々の診療活動

の中では、医療安全に加えて、しっかりと話を聞く、丁寧に説明をする等、接遇面での

目標 実績 比較増減

入院患者数 １２，００９人 ７，８６３人 △４，１４６人

病床稼働率 ７０％ ４５．８％ △２４．２％

目標 実績 比較増減（比率）

訪問診察件 数 ４２０人 ３４４人 △７６人（８１．９％）

訪問リハビリ件数 １，６００人 １，０３３人 △５６７人（６４．６％）

目標 実績 比較増減

時間外受入患者数 １，０２０人 ８９６人 △１２４人（８７．８％）

救急車受入件数 ２００件 １７８件 △２２人（８９．０％）
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教育にも力を注いでおり、安心してご利用いただける病院づくりを継続していく。

２ 経営の効率化

（１）経営指標に係る数値目標

総務省「新公立病院改革ガイドライン」においては、経営効率化のために、

①収支改善に係るもの、②経費削減に係るもの、③収入確保に係るもの

④経営の安定に係るもの の４事項 について目標を定めることとしており

平成３０年度の実績は次のとおりである。

①収支改善に係るもの

②経費削減に係るもの

医業収益 565,879÷固定資産残存価格 1,543,024

③収入確保に係るもの

④経営の安定に係るもの

項目 経常収支比率

目標 計画期間において 100％以上を継続する
平成３０年度実績

（８７．９％）

入院・外来収益が大幅に減少、職員給与費は大幅に増加した。

医師不足や医師の治療方針により、患者受入れ自体の減少が

大きく影響している。

項目 有形固定資産回転率

目標 計画期間終了までに 45％以上を達成する
平成３０年度実績

（３６．７%）
本業である医業収益が目標値を大幅に下回り、伴い有形固定

資産回転率も減少した。

項目 病床利用率

目標 計画期間終了までに 70％以上を達成する
平成３０年度実績

（４５.８%）
病床利用率は、過去５年間６０％台で推移、前年度５０%台、

３０年度は遂に５０%を割っている。
その理由に、医師不足や医師の治療方針により、入院受入れ

自体の減少がある。

項目 医師数

目標 計画期間終了まで医師数を維持する

平成３０年度実績

常勤医師数 計４名

京丹波町病院：２名

和知診療所：１名

和知歯科診療所：１名

計画期間の初年度で、京丹波町病院で常勤医師が１名減、

更に３０年度で歯科医師１名減となり、厳しい状態が続いて

いる。
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（２）経常収支比率に係る目標設定の考え方 及び（３）目標達成に向けた具体的な

取り組み

京丹波町病院における前期病院改革プラン（平成２０年度策定）からの具体的な取り組

み状況及び今後の検討課題として、次の項目を挙げたところである。

（前期病院改革プラン）

○民間的経営手法の導入・・・・・診療材料購入に係るＳＰＤシステムを導入

○事業規模・事業形態の見直し・・地方公営企業法全部適用移行への検討

○経費削減・抑制対策・・・・・・固定資産回転率の向上とチェック体制の継続

○収入増加・確保対策・・・・・・病床利用の充実と医師確保が課題

（平成３１年度に向け、平成３０年度中に実施した新たな取組み）

○医師住宅３戸完成

○常勤医師１名確保

○専攻医の受入れ（３ヵ月間×５名）

○外来診療の増設（消化器系予約診察、金曜日内科２診制、土曜日予約診察増設）

○診療放射線技師の夜間及び土曜日勤務の実施

○レントゲン読影システムの導入（Ｗチェック体制）

○看護師による夜間血液簡易検査の実施（救急対応）

○医局会の開催（医師による研修会及びミーティング）

○時間外患者受入データの分析

○薬事委員会の新設

○年報の発行

（４）新公立病院改革プラン対象期間中の各年度の収支計画等

平成３０年度決算で、主に会計全体に対する比率が高いものやプランの数値目標との乖

離が大きいものを取り上げ改善に取り組む。

別紙２【収益的収支の推移（実績と予測）】（平成３０年度）

計画 実績 比較（％）

料金収入（入院・外来） ６００，３７８ ４７６，９５１ ７９．４％

他会計補助金 ２０３，７０４ ２３６，１０８ １１５．９％

職員給与費 ５５４，８３４ ６１５，５７４ １１０．９％

材料費 ６７，７５６ ５２，１２８ ７６．９％

減価償却費 １０２，１１２ ８５，９１５ ８４．１％

支払利息 １８，６５１ ８，００８ ４２．９％

経常損益 ４，１７５ △１１７，１２２ △２，８０５．３％

医業収支比率 ７５．０％ ６０．２％ ８０．３％

職員給与費対医業収益比率 ８１．０％ １０８．８％ １３４．３％
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○料金収入の低迷（７９．４％）は、ひとえに患者減少の影響によるもの。

○他会計補助金の増加は、一般会計繰入金において償還利息分負担金は減少したもの

の、医師確保対策補助金が増えたことによるもの。

○職員給与費の増加（１１０．９％）は、常勤医師減少を補う臨時医師に対する賃金

の負担が増えたことによるもの。

○材料費の減少は、患者減少の影響と後発医薬品の購入によるもの。

○減価償却費の減少（８４．０％）は、新たな設備投資を控えているもの。

○支払利息の減少（４８．６％）は、平成２８年度繰上償還の影響によるもの。

○経常損失（△２，８０５．３％）は、料金収入の減少と職員給与費の増加が最も大

きい要因である。以下、医業収支比率（８０．３％）、職員給与費対医業収益比率

（１１４．０％）も同じ。

３ 再編・ネットワーク化

二次医療圏等を単位とした公立病院等の再編・ネットワーク化は、複数の病院や経営体、

自治体がその必要性や目的など共通の認識を共有できなければ実現は困難であるため、現

在のところ、指定管理制度や民間委譲等の検討は行っていない。

引続き、京都府、京都府立医大及び京都中部総合医療センターからの支援確保に努める

と共に、南丹地域医療構想調整会議において、しっかりと当院の役割を認識していただける

よう強く要請していくこととする。

４ 経営形態の見直し

地方公営企業法全部適用への移行については、人材確保をはじめ、現在の病院を取り巻

く環境を鑑み、メリット・デメリットを精査する中で長期的課題として位置づける。

Ⅳ 取り組み内容の推進体制

点検・評価・公表

（平成２９年度実績点検から公表）

平成３１年２月２５日開催「平成３０年度第３回京丹波町国民健康保険運営協議会」で

点検・評価し、京丹波町病院ホームページにて公表した。

（平成３０年度実績点検から公表）

令和２年２月１９日開催「令和元年度第３回京丹波町国民健康保険運営協議会」におい

て提出・説明。

同委員による点検・評価期間を令和２年２月１９日から令和２年２月２６日まで設け、

その意見を取り入れ修正の後、京丹波町病院ホームページにて公表する。


